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第８章 農場を守る対策（再開支援と産地再生） 
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１ 殺処分に伴う補償及び利子補給 

（１）補償金 

豚熱の発生により、移動制限区域や搬出制限区域内の農場が豚の搬出等を制限

されたことによる経済的な被害を補償するために、対象となる農場に補償金を支

払った。 

 

    

 

 

２２事例の発生で、算定の対象となった農場は延べ７９農場に上った。各農場

で豚の搬出ができなかった期間、頭数、各農場の出荷価格、飼料や平常時の出荷

状況の情報を収集し、「家畜伝染病予防法第６０条第２項の規定による助成措置

の対象となる額の算定基準」（平成２３年７月１日付け２３消安第１９２５号農

林水産省消費・安全局長通知）に基づき算出した。 

算定基準における助成措置の対象は、売り上げの減少額や飼料費の増加額に相

当する額となっている。しかし、豚の飼養頭数が少ない本県においては、相次ぐ

発生で県全体のと畜場出荷頭数が減少したため、平均出荷価格が上昇した。この

結果、算定上は出荷遅延により利益が生じ、補償金が発生しないばかりか、利益

分が飼料に係る経費を削減させることになり、発生事例の後半に至ってはほとん

どの農場に補償金が発生しなかった。 

出荷が停止されている期間は収入がなく、それでも農場は人件費をはじめ多く

の支払いを行わなければならない。しかしながら、制度上は、算定の対象が豚の

価格と飼料代に限られているため、出荷遅延により発生する損失を補填できなか

った。 

すべての事例で支払いが完了したのは、令和２年３月１７日であった。 

 

 

 

 

 

 

厳密にいえば「補償金」という表現は家畜伝染病予防法第６０条の２に基づく口

蹄疫発生における予防的殺処分が行われた家畜について使用されるところである

が、今回の豚熱の発生においては、法第６０条第２項に基づく損害額を補償するも

の、又は同法に準じて出荷を自粛した場合の損害額の補償するものを示す。 

豚熱発生で制限を受けた延べ７９農場が対象。 

支払済み５４農場、補償額なし２２農場、辞退３農場 
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（２）家畜防疫互助基金 

家畜防疫互助基金は、豚熱や口蹄疫等が発生した場合、畜産経営への影響を緩

和するため、生産者自らが積み立てを行い、発生農場が経営再開までに必要な経

費等を相互に支援する仕組みである。これに、国（独立行政法人農畜産業振興機

構）が補助をしている。 

発生農場のうち経営を再開した１１経営体（１３農場）（令和４年６月末現

在）は、県畜産協会をはじめ関係機関の協力のもと互助金算定を行い、互助金交

付申請を行った。申請後は、県畜産協会が開催する互助認定委員会、公益社団法

人中央畜産会が開催する互助認定員会を経て、独立行政法人農畜産業振興機構か

らの補助金を加えて、申請者へ互助金（補助金及び生産者積立金）が交付されて

いる。 

 

（３）資金支援事業 

県では、平成３１年３月２５日から、豚熱の発生により経済的に深刻な影響を

受けた養豚業者に対する支援策として、金融機関等から資金を借り入れる場合

に、農家が負担する利子や保証料の補給を行うとともに、経営再開時に国の融資

制度を活用する場合にも、県が利子補給を行い、農家の負担軽減を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① ＣＳＦ緊急対策資金（つなぎ資金） 

発生農家等の資金繰りを支援するため、家畜伝染病予防法に基づく手

当金等を受給するまでのつなぎ資金であるＣＳＦ緊急対策資金を創設の

上、利子及び保証料を補給した（平成３１年３月２５日創設）。 

※融資実績 ２件 

② 家畜疾病経営維持資金（国制度） 

発生農家等が経営の継続、再開、維持に必要な資金を借り入れた場合

に、県が利子を補給する制度を創設した（平成３１年３月２５日創設） 

・貸付けに必要な手当金等見込額の算定に時間を要し、畜産農家への融

資までに時間を要した。 
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２ 豚熱発生農家の経営再開ルール 

豚熱発生農場が経営を再開しようとする際のルールを令和元年６月に策定し、バ

イオセキュリティの強化等を要件とした。 

 

  

＜経営再開ルール＞ 

○令和元年６月策定 

国が定めた防疫指針における導入前立入検査及び指導に加え、再発防止に

向けた県独自の取組みを実施。 

① 家畜防疫専門家による現地確認・助言 

② 衛生管理区域内外での防疫対策（農場周囲環境検査、消石灰散布） 

③ 再導入前後の検査の強化（導入時及び導入２週間後のＰＣＲ検査） 

④ 再導入方法、再導入ペースに対する指導 

⑤ 地元住民への周知・説明 

 

○令和元年１１月変更 

防疫指針の変更に伴い、発生農場における再導入の要件が示されたため、

これを加味したルールに変更。 

① 家畜防疫専門家による現地確認・助言  → 継続 

② 衛生管理区域内外での防疫対策     → 防疫指針に基づき実施 

③ ワクチンの免疫付与状況確認      → 防疫指針に基づき実施 

④ 再導入方法、再導入ペースに対する指導 → 継続 

⑤ 地元住民への周知・説明        → 継続 
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３ 養豚業再生支援策（令和元年１１月） 

令和元年１０月にワクチン接種が開始されたことで、発生農家等の経営再開支援

を本格化させた。 

（１）養豚業再生支援ワンストップ窓口の設置（令和元年１１月１３日） 

県庁内に支援窓口を設置し、経営再開に係る相談等に対応した。 

 ＜相談項目＞ 

 農場のバイオセキュリティ強化 

 制度資金、利子補給制度の利用 

 と畜場や食肉事業者向け支援 

 豚肉の消費拡大 等 

（２）発生農場への再開支援 

① 補助メニューの新設 

専ら施設整備（ハード事業）を補助対象としてきた強い畜産構造改革支援

事業について、令和元年１２月補正予算により、発生農家の再開に向けた取

組みやかかり増し経費に対する補助メニュー「養豚業再生支援型」を新設し

た。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 県産豚肉の消費拡大（風評被害対策） 

県主導で、県内の販売所、小売店等における県産豚肉を全面に出した販売

促進フェアを開催した。 

（発生農家向け補助対象経費） 

・専門家による再開指導経費（ＪＡＳＶ等コンサルティング経費） 

・設備再稼働点検・メンテナンス（浄化槽、飼料パイプライン等） 

・豚舎内有害生物調査・駆除（ネズミ等） 

（全農家向け補助対象経費） 

・農場周辺の消毒資材の購入（消毒液、消石灰等） 

・小動物侵入防止対策資材の購入（殺鼠剤等）    

・繁殖豚導入時の積替えや車両消毒等の掛増し経費 

・飼料購入時の運賃等掛増し経費 

＜令和元年度実績＞ 

・実施主体：(一社)岐阜県畜産協会、農家補助率：１／２以内 

・実施農場：１０農場 

・事業費：１４,０８９千円（県補助金６,４００千円） 

 

※令和２年度実績については、「６養豚業再生支援センターの設置と支援」を参照。 
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（３）と畜場・食肉流通事業者への経営支援 

独立行政法人農畜産業振興機構事業を活用し、取扱量が減少する等、経営が圧

迫されている食肉流通事業者を支援した。 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

  

① と畜場の稼働率の維持確保 

豚熱発生県以外から豚や枝肉を集荷する場合に必要となる衛生管理等のかかり増し

経費等を支援 

実績：３事業者合計４,３５６,０００円 

② と畜場の施設維持管理費への支援 

長期に亘り稼働が停止する場合の施設の維持管理費を支援 

実績：２事業者 

③ 融資・利子補給等 

食肉流通事業者等の資金融通の円滑化を図るため、運転資金を借り入れる場合の利

子を補給 

※事業者が負担する金利を機構と県が１/２ずつ負担し、事業者は実質無利子 

実績：１事業者 

④ 消費拡大ＰＲ 

豚熱発生農場の生産規模が回復し、流通が再開すると見込まれた際、生産者団体等

が自ら実施する豚肉の販売促進イベントの経費を支援 

実績：１事業、合計６０,０００円補助 
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４ 県産豚肉のＰＲ 

養豚業再生に向けた支援策の一環として、消費者を対象に県産豚肉の魅力ＰＲや

販売促進のため、豚肉の試食・販売イベント等を開催した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜岐阜県産豚肉フェア in地産地消 Week＞ 

概要：県民に安全・安心で新鮮な県産農産物の魅力を知っていただき、消費拡大に繋げる

ため、県内の直売所、飲食店、小売店等の協力を得て、「地産地消 Weekぎふ」と

して年４回、県産農産物の販売フェアや地産地消メニューの提供等を集中的に実施

し、それぞれの季節のオープニングイベント会場において、県産豚肉の試食販売、

豚肉料理の紹介等を行い、来店者に広くＰＲした。 

 

イベント名 期間 会場 内容 

岐阜県産豚肉フェア in

地産地消 Week春の陣 

令和元年 ５月２９日 四季七彩こゝろ 

（中津川市） 

豚肉料理の紹介 

令和元年 ６月   1日～２日 イオン柳津店 豚肉の試食・販売 

岐阜県産豚肉フェア in

地産地消 Week夏の陣 

令和元年 ７月２７日 コープ芥見店 豚肉の試食・販売 

令和元年 ８月 ８日 コープ恵那店 豚肉の試食・販売 

岐阜県産豚肉フェア in

地産地消 Week秋の陣 

令和元年１０月１９日 コープ可児店 豚肉の販売、ノベ

ルティ配布 

岐阜県産豚肉フェア in

地産地消 Week冬の陣 

令和２年 １月１８日～１９日 県内イオン５店舗 

県内コープ前６店舗 

きなぁた瑞浪 

豚肉の試食・販売 

 

     

     

 

 

 

 

 

＜令和２年１月１８日イオン各務原店＞ 
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＜岐阜県農業フェスティバル＞ 

概要：岐阜県の農業の現状と将来を広くＰＲするとともに、県産農産物の展示販売を行う

県下最大級の農業イベントにおいて、１,６００人分の大試食会、県産豚肉取扱い

出展者マップの作成・配布、養豚農家応援フラッグの作成、県産豚肉紹介パネルの

展示を行った。 

２日間で１８万３千人の来場者があり、広くＰＲすることができた。 

イベント名 期間 会場 内容 

岐阜県農業フェスティバル 令和元年１０月２６～２７日 県庁前広場 豚肉の試食・販売 

 

＜豚肉ＰＲブースと応援フラッグ＞ 

＜岐阜県産豚肉フェア in GIFTS PREMIUM＞ 

概要：名古屋市栄に設置している県の「観光・食・モノ」情報発信拠点「GIFTS 

PREMIUM」において、精肉・豚肉加工品の他、県産食材のみで期間限定で作成した

豚肉応援弁当のＰＲ販売や、豚肉料理のワークショップを実施した。 

５日間開催し、名古屋圏の消費者に対し効果的に岐阜県産豚肉のＰＲすることがで

きた。 

イベント名 期間 会場 内容 

岐阜県産豚肉フェア in 

GIFTS PREMIUM 

令和元年１２月１８～２２日 GIFTS PREMIUM 豚肉の試食・販売、

豚肉応援弁当販売、

料理ワークショップ 

 

＜GIFTS PREMIUMにおける豚肉ＰＲ＞ 

期間 内容 

令和３年 

１月２３日～３１日 

特設コーナー設置 

豚肉料理レシピの配布 

購入者へノベルティ配布 

令和４年 

１月１０日～２３日 

特設コーナー設置 

購入者へノベルティ配布 

 

＜アンテナショップでの販売＞ 
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（ 

 

 

 

 

＜岐阜県産豚肉ＰＲキャラバン＞ 

概要：養豚業界を応援する機運を醸成するため、スーパー、農産物直売所等、計９店舗に

「岐阜県産豚肉ＰＲキャラバン隊」を派遣し、試食販売や県産豚肉紹介パネルの展

示、ＰＲ資料の配布を通じて、県産豚肉の販売促進を行った。 

当初は、県内５圏域すべてに派遣する予定であったが、新型コロナウイルス感染症

の拡大防止のため、３圏域のみの派遣となった。なお、令和２年度は、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大の影響から、対面でのＰＲを中止した。 

イベント名 期間 会場 内容 

岐阜県産豚肉ＰＲキャラバン 

東濃地域 令和２年２月９日 きなぁた瑞浪       

コープ恵那店 

コープ多治見店 

豚肉の試食・販売 

中濃地域 令和２年２月２２日 とれった広場可児店       

とれった広場関店 

コープ可児店 

豚肉の試食・販売 

岐阜地域 令和２年２月２３日 おんさい広場真正 

コープ長良店 

コープ芥見店 

豚肉の試食・販売 

 

＜令和２年２月９日ＰＲキャラバン隊 きなぁた瑞浪＞ 

＜オンラインを活用した「清流の国ぎふ岐阜県産ポーク」ＰＲ事業＞（令和２年度） 

概要：オンラインを活用した県産豚肉を使用した料理教室の開催やＳＮＳ等を活用した消

費者参加型のキャンペーンの実施、県産豚肉をＰＲする動画等の作成を行った。 

 

＜オンラインでの県産豚肉ＰＲチラシ＞ 
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５ ブランド豚「ボーノブラウン」の再造成 

平成３０年１２月に畜産研究所で豚熱が発生し、飼育していたボーノブラウン全

てを消失した。 

さらに、種豚ボーノブラウンを飼養している県内養豚場でも豚熱が次々に発生

し、県育成の種豚「ボーノブラウン」系統維持が困難になることが想定されたた

め、以下により遺伝資源保存と再造成を進めている。 

（１）緊急避難豚舎の設置（令和元年７月） 

令和元年７月に、海津市にある県就農支援センター内に緊急避難豚舎を設置

し、県内養豚場で飼養されていたボーノブラウン５頭（雄３頭、雌２頭）を避難

させた。 

緊急避難豚舎では、精液を採取し凍結保存を実施したほか、交配・分娩により

新しい世代に更新し生体としての遺伝資源保存を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）民間種豚場を活用したボーノブラウン精液の供給（令和２年７月～） 

種豚の再造成には最低でも５年はかかるため、それまでの間、県内農家に精液

の供給が出来ないことが懸念された。 

このため、過去にボーノブラウンの普及拡大のために精液の緊急供給を委託し

ていた県外民間種豚場の飼養豚の遺伝領域を探査し、計画的な交配・種豚育成を

行うことで、県内農家への精液供給を継続するよう努めた。 

なお、民間種豚場と県の精液価格との差額を補助することで、農家負担の軽減

を図った。 

（３）小規模一貫豚舎及び隔離豚舎の設置（令和３年５月） 

畜産研究所の養豚研究施設の再編整備計画を一部見直し、種豚再造成のための

小規模一貫豚舎と隔離豚舎を関市に前倒し整備した。 

＜緊急避難豚舎＞ ＜避難したボーノブラウン＞ 
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 小規模一貫豚舎とは、分娩室、離乳室、育成室、肥育室、種雌豚室、種雄豚室

という一貫飼育を営むうえで必要な部屋一式を有する豚舎。農場への病原体の持

込みを防ぐために、ＳＰＦ（Specific Pathogen Free）養豚を目標としているた

め、外部からの豚導入は SPF豚もしくは帝王切開により得た子豚だけに限定する

運用とした。 

 

 

 

 

 

 

        

（４）ボーノブラウンの移動（令和３年７月） 

海津市で飼育しているボーノブラウンを畜産研究所養豚・養鶏研究部（関市）

に移動し、経過観察のため敷地内の隔離豚舎で飼育した（雌５頭）。 

隔離豚舎内で種付けを行い、後継豚の生産を進めた。 

（５）小規模一貫豚舎への移動（令和４年３月～） 

令和４年３月、隔離豚舎のボーノブラウンのうち１頭について帝王切開を実施

し、５頭の種豚候補豚を生産した。これらの子豚は衛生的に小規模一貫豚舎に移

動し、飼育を開始した。 

その後、５月に１頭、６月に１頭の帝王切開を行い、それぞれ５頭、９頭の種

豚候補豚を生産した。（種豚候補豚 約２０頭、（令和４年７月現在）） 

今後も、隔離豚舎の残りのボーノブラウンから種豚候補豚の造成を続け、種豚

候補豚から種豚を選抜し、精液や種豚生体の供給を早期に再開できるよう取組み

を継続する。 

 

 

 

  

＜小規模一貫豚舎＞ ＜隔離豚舎＞ 

＜帝王切開で生まれた子豚＞ ＜小規模一貫豚舎内にて育った子豚（約１カ月齢）＞ 
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６ 養豚業再生支援センターの設置と支援 

（１）概要 

アフリカ豚熱も含め、家畜伝染病に強い養豚

産地づくりに向け、農家、業界団体、行政、地

域が一体となった衛生管理向上の取組みを推進

するとともに、農家の経営再開、産地の再生に

向けた取組みを伴走支援するため、令和２年４

月１日「岐阜県ＣＳＦ対策・養豚業再生支援セ

ンター」を岐阜県養豚協会と共同設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）発生農家の経営再開等に向けたワンストップ支援 

再開支援のワンストップ相談窓口となり、市町村や関係団体と連携して、発生

農家等の再開や経営に関する相談、各農場に適した飼養衛生管理の改善等の相談

窓口となった。 

 施設整備等の個別相談対応 

 導入豚の積替え場所の個別調整 

 関係機関による施設整備や経営再開に向けた検討会議の開催 等 

 

（３）衛生管理強化のための施設整備への支援（ハード事業） 

農場の衛生管理強化を目的とし、国交付金に加え、県単独補助金によって施設

整備に対して支援を行った。 

 

 

＜令和２年４月１日開所式＞ 

＜「岐阜県ＣＳＦ対策・養豚業再生支援センター」の概要＞ 

【組織体制等（設置時）】 

  ① 名 称：岐阜県ＣＳＦ対策・養豚業再生支援センター 

  ② 所在地：岐阜県福祉・農業会館 (一社)岐阜県畜産協会内 

  ③ 職 員：県駐在職員             ２名 

        (一社)岐阜県畜産協会への県派遣職員 ２名 

            〃     コーディネーター１名 計５名 
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（４）施設の再稼働、消毒等かかり増し経費への支援（ソフト事業） 

豚熱発生農場の設備再稼働に必要となる点検やメンテナンス費用、豚熱対策の

ため追加で必要となった消毒等の経費（掛増し経費）に対して支援を行った。 

 

 

（５）農場の現状把握 

県内農場の飼養衛生管理状況について、令和２年１０月から家畜保健衛生所と

連携し、現状把握を行った。特に、９月補正予算で施設整備を行う９農場につい

ては、先行して実施した。 

 

 

（６）施設整備に係る推奨基準の策定 

①経緯 

農家から「施設整備の具体的な目安を示してほしい」といった声があった

ことから、アフリカ豚熱を含め家畜伝染病に強い養豚産地づくりに向け、農

場のバイオセキュリティを強化するため、外部有識者の意見や国内外の事例

を踏まえて、望ましい施設整備の目安として令和２年度に策定した。 

 

令和２年度の実績 

＜強い畜産構造改革支援事業（家畜伝染病対策支援型）＞ 

 ・８農場（うち発生農場等５）で実施。 

 ・事業費１７８,８４３千円（うち補助金７８,１６１千円） 

＜農場等バイオセキュリティ向上総合対策事業（消費・安全対策交付金）＞ 

・１２農場（うち発生農場等６）で実施。 

・事業費５３,６３８千円（うち補助金２６,４７０千円） 

＜強い畜産構造改革支援事業（養豚業再生支援型）＞ 

・１６農場（発生農場６）で実施 

・事業費４１,２４５千円（うち補助金１８,７３９千円） 

＜先進農場調査（飼料タンク）＞ ＜施設整備支援（消毒ゲート）＞ 
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②概要 

農場の施設整備について、飼養衛生管理基準を具体化した項目と、飼養衛

生管理基準に上乗せした項目から構成した。 

＜項目例＞ 

国基準を具体化した項目 国基準に上乗せした項目 

・防護柵（外柵）の高さを２m以上と規定 

・衛生管理区域に立ち入る者の手指の洗浄・消

毒、着替え設備（更衣室、シャワー室）を規定 

・衛生管理区域に持ち込む物品等の消毒設備（燻

蒸庫、パスボックス等）を規定 

・導入豚の経過観察用の一時隔離施設を規定 

・防護柵の二重化（電気柵含めると三

重化）を規定し、サブエリアを規定 

・農場外周に側溝・壁の設置を規定 

・農場内通路部分の舗装を規定 

・管理棟の設置を規定 

・豚舎のオールイン・オールアウト構

造を規定 

③農家への普及 

望ましい施設整備を目安として示したもので、飼養衛生管理基準より一段

高い農場のバイオセキュリティ強化を図る際の参考として位置付け、立地条

件や経営的な面等、農場ごとに条件が違うため、ハード整備で対応できない

部分は、ソフト面（オペレーション）で対応できるよう農場管理マニュアル

を整備するといった対応を行った。 

また、国の飼養衛生管理基準のチェックリストに県の推奨基準の項目を盛

り込み、農家に自己点検してもらうとともに、家畜保健衛生所と養豚業再生

支援センターが連携して内容の確認を行った。 

策定に際し、令和２年７月に改正飼養衛生管理基準の施行内容とあわせ、こ

れら基準に則った施設整備を促進するため、令和２年度９月補正予算により追

加の支援措置を講じ、重点的に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜農場向け推奨基準ポスター＞ 
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＜施設整備に係る推奨基準の策定経過＞ 

① 飼養衛生管理強化の手引き等検討委員会の設置 

施設整備の推奨基準や、農場管理マニュアルのガイドライン等の作成に当た

り、意見を聴くため有識者の検討委員会を開催した。 

【検討委員会メンバー】 

  委 員  呉  克昌 (一社)日本養豚開業獣医師協会（ＪＡＳＶ）代表理事 

  委 員  山本  実 農林水産省総務課ＣＳＦ対策チーム長 

  委 員  石黒 利治 (公社)県獣医師会会長 

  委 員  吉野  毅 県養豚協会会長 

  ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 浅井 鉄夫 岐阜大学大学院教授、県有識者会議委員長 

② 推奨基準の策定経過（令和２年度） 

  第１回検討委員会     ５月２８日 書面開催 

  第２回検討委員会     ７月 １日 書面開催 

  第７回県ＣＳＦ有識者会議 ７月２７日 基準案について説明 

  第８回県ＣＳＦ有識者会議 ８月２４日 修正案について説明、策定 

  関係機関へ通知      ９月１７日 

＜検討委員会の様子＞ 
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（７）施設整備に係る事例集の策定 

飼養衛生管理基準や県独自の推奨基準にも適合した農場の施設整備ポイントに

ついて、イラストや写真でわかりやすく解説した事例集を作成した。 

   （関係機関へは、令和３年１月２０日に通知） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）飼養衛生管理マニュアル作成のためのひな形の作成 

法改正により、飼養衛生管理マニュアルの策定が求められたことから、国のマ

ニュアル例を参考に、県独自の養豚農家向けマニュアルのひな形を作成した。 

 （関係機関へは、令和３年１月２０日に通知） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、令和３年度には、外国籍従業員への飼養衛生管理への理解を促進するた

め、飼養衛生管理マニュアルの多言語化（英語、中国語、ポルトガル語、ベトナ

ム語）を実施した。 

＜飼養衛生管理マニュアル作成のためのひな形＞ 
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（９）養豚専門獣医師による農場飼養衛生管理への助言 

養豚を専門とする日本養豚開業獣医師協会（ＪＡＳＶ）の獣医師を県内農場に

派遣し、ハード・ソフト両面で農場の飼養衛生管理強化に対する助言を実施し

た。 

 

（１０）飼養衛生管理の啓発活動 

飼養衛生管理の啓発物品を作成し、県内農家等へ配布した。 

 

 

 

 

 

 

＜中国語版＞ ＜ポルトガル語版＞ 

＜作業手順の確認＞ ＜農場視察風景＞ 

＜飼養衛生管理徹底啓発用ポスター等＞ 
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＜参考 豚熱発生農家等の再開状況（令和４年９月１日現在）＞ 

 

 令和４年７月８日に、１農場が出荷を再開したことにより、防疫措置を行った

民間の２０農場及び早期出荷を行った２農場の計２２農場のうち、１６農場が

再開した。 

 

＜豚熱発生農家等の再開状況（令和４年９月３０日現在）＞ 

豚熱発生 

農場等 

 

再開率 
出荷再開 再開未定 廃業 

２２農場 １６農場 ３農場 ３農場 ７２.７％ 

 

また、未発生農場や新設農場を含む県全体の飼養頭数も１０５,３５９頭とな

り、発生当時の９１.０％まで回復している。 

 

＜飼養頭数の状況（令和４年１０月１日現在）＞ 

豚熱発生前 現在の飼養頭数 回復率 

１１５,８０６頭 １０５,３５９頭 ９１.０％ 

 

 

＜飼養頭数の推移＞ 


